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参考資料３

対応（案）
説明補足資料

令和３年11月２日
令和３年７月からの一連の豪雨災害を踏まえた避難に関する検討会

（第１回）

内閣府（防災担当）
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 令和3年５月に災害対策基本法を改正。
 新たな避難情報に関しては、住民が着実に避難できるよう、周知・普及啓発活動が何よりも重要。
 自治体に対して、可能な範囲・方法で各戸にチラシを配布・回覧いただくよう依頼し、周知・普及啓発の

取組を進めている。

新たな避難情報

新たな避難情報に関するポスター・チラシ
http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinanjouhou/r3_hinanjouhou_guideline
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浸水深が浅い

浸水深が深い

立退き避難

立退き避難

屋内安全確保も可

立退き避難

立退き避難

屋内安全確保も可

屋内安全確保も可

立退き避難 長期間にわたり浸水が継続
することが想定される区域

立退き避難

警戒レベル４避難指示等の
発令対象区域

（洪水浸水想定区域）

●避難情報は、災害により命を脅かされる可能性がある居住者等がいる「災害リスクのある区域等」において、
「河川の氾濫や土砂災害等の発生の切迫度（災害の切迫度）が高まっている場合」に発令する必要があるので
①「防災気象情報の切迫度の高まり」
②「災害リスクのある区域等」
との両方が重なり合った場所に、①の防災気象情報に対応する警戒レベルの避難情報を発令することが基本
であり、このようにすることが「発令対象区域を絞り込む」ということである。

●この②「災害リスクのある区域等」として最も基本的な情報は、
災害リスクが公表済みの各種浸水想定区域や土砂災害警戒区域等であり、本ガイドラインでは
これらの情報を用いた発令対象区域の絞り込みについて記載することとする。

●この他に以下のような情報が考えられるため、市町村は可能な範囲で地域の災害リスクについて把握し
絞り込みの参考とすることが望ましい。
・過去の災害における局所的な浸水箇所や土砂災害の発生箇所
・元々河道であった場所など、地域の土地の成り立ちとその土地が本来持っている潜在的な災害リスクが
ある箇所

P.48   4.1.2 手順２：「避難情報の発令対象区域の設定（絞り込み）」の基本的な考え方

洪水浸水想定区域土砂災害警戒区域

①大雨警報(土砂災害)の
危険度分布

②ハザードマップ
（土砂災害警戒区域等）

避難情報の
発令対象区域

＋

＝

非常に危険（警戒レベル４相当）予想で土砂災害警戒情報の基準に到達

警戒（警戒レベル３相当）実況又は予想で大雨警報の土壌雨量指数基準に到達

注意（警戒レベル２相当）実況又は予想で大雨注意報の土壌雨量指数基準に到達

今後の情報等に留意

高
危
険
度

低

平常時のうちに
メッシュの位置と
地区との関係を

整理しておくと良い

警戒レベル３
高齢者等避難
発令対象区域

（土砂災害警戒区域）

警戒レベル４避難指示
発令対象区域

（土砂災害警戒区域）

「避難情報の発令対象区域の設定（絞り込み）」の基本的な考え方

(参考)「避難情報に関するガイドライン」の記載
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「防災・減災費用保険制度（全国市長会）」及び「災害対策費用保険制度（全国町村会）」
【概要】
 近年、大規模な自然災害が続発しており、住民の生命・身体の保護のために必要な避難情報を早期に発令することが不可欠。
 こうした状況を踏まえ、住民の生命・身体の安全を預かる市町村が、迅速かつ適切に避難情報の発令を決断し、災害による
被害の防止・軽減を図ることができるよう、救助費用について保険金を支払う保険制度。

【保険の内容】
風災、水災、雪災等の自然災害（地震、噴火、津波を除く）またはそのおそれが発生し、市町村区域における防災を
目的とする「避難指示または高齢者等避難」を市町村が発令したことを要件として、市町村が負担する以下の費用に
ついて、保険金を支払う。ただし、災害救助法の適用を受けた損害を除く。
①避難所・避難場所の設置
②炊き出しその他による食品の供与
③飲料水の供給
④被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与
⑤医療及び助産
⑥学用品の供与
⑦上記①から⑥までに関する救助のための輸送費
⑧職員の超過勤務手当等の人件費、消耗品等

防災・減災費用保険制度（全国市長会）、災害対策費用保険制度（全国町村会）
【保険制度】

保険制度について

※全国町村会 災害対策費用保険制度 パンフレットより ※全国市長会 防災・減災費用保険制度 パンフレットより

【保険料】
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〇 気象防災ワークショップとは
 防災気象情報を活用して、避難情
報の発令など、災害発生時の市町
村の防災対応を疑似体験する
（グループワーク形式）。

〇 期待される成果
 防災気象情報の種類や内容の基
本を理解する。
 防災気象情報の意図を即時に読
み解き、避難情報の発令に必要な
検討・判断や、危険地域の住民等へ
の避難情報の伝達等が迅速に行え
るようになる。

〇 今後の取組
 市町村防災担当者に加え、災害
時の自助・共助に重要な役割を果た
す
地域防災リーダーも参加対象とする。
 コロナ禍等に対応したオンライン形
式のワークショップの実施を促進する。

気象台職員より
内閣府「避難情報に関する
ガイドライン」に基づく解説

気象台職員から
各種防災気象情報の状況付与

自治体職員等が
災害対応を疑似体験

気象防災ワークショップ 実施イメージ

防災気象情報の
理解・活用（読み解き）

「避難情報に関する
ガイドライン」を、

気象状況などに当てはめて
具体的に考えることによる

より深い理解

様々な立場からの参加者間
での議論による、

相互理解の醸成と、新たな気づき

災害対応グループワーク

 市町村職員、消防団員等が自治体の防災対応を実践的に学習できる訓練プログラム、
「気象防災ワークショッププログラム」の活用を一層促進するとともに改良を進める。

自治体で防災業務に従事する職員に対する気象防災ワークショップ
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